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株主の皆様へ

　第６０期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の事業の概況をご報告申し上げます。

 
　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災
後の急速な落ち込みから持ち直しの動きが見られたもの
の、欧州債務危機による金融市場の動揺、海外経済の減
速及び円高の継続などにより、景気の先行きは依然とし
て不透明な状況となりました。
　鉄鋼二次製品業界におきましても、前年と同様に原材
料価格の値上がり及び公共投資の低迷並びに土木・建設
業の不振等、経営環境は依然として厳しい状況となりま
した。
　このような状況の中、当社グループは経営計画達成に
向けて積極的に取り組み、販売面におきましては原材料
価格値上がりに伴う販売価格の値上げ等営業活動を展開
したものの、震災による需要家の減産影響や投資抑制に
よって販売数量が減少したことにより、当連結会計年度
の売上高は２７，５３６百万円と前年同期に比べ９１９百万円
（△３．２％）の減収となりました。
　収益面におきましては、棚卸資産簿価切り下げ額の減
少があったものの販売数量減少に伴う減産による固定費
負担増の影響が大きく、営業利益は１５８百万円と前年同期
に比べ３３１百万円（△６７．６％）の減益、経常利益は７５５百
万円と前年同期に比べ１６６百万円（△１８．１％）の減益とな
りました。
　また、投資有価証券評価損が３７１百万円と前年同期に比
べ４２４百万円減少したことにより、当期純利益は１２５百万
円と前年同期に比べ４３９百万円（前年同期は当期純損失
３１３百万円）の増益となりました。
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　今後の見通しといたしましては、東日本大震災の経済
に与える影響は大きく、先行き不透明な状況で推移する
ものと思われます。
　当社グループは、収益重視の経営方針を基本とする中、
この厳しい経営環境を乗り切るために、長期的内需の低
迷を前提にした、自らの需要の創出、シェアーの拡大、
収益基盤の拡大を図れる海外戦略の実現化、将来に向け
て主業を立派に補完できるような新規事業の検討、実現
化を図り、グループ全体としての収益向上に努めていく
所存であります。
　また、管理体制面におきましては、経営の透明性を確
保するために、内部統制の充実及びコンプライアンスの
一層の強化を図るとともに環境保全活動におきましても、
常に地域社会並びに地球レベルでの環境保全を考慮し、
継続的な改善活動に積極的に取組み、企業の社会的な責
任を果たしたいと考えております。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成２４年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
　当部門は、亜鉛めっき鉄線を主力としており、主な用途としまして

は公共土木の落石防止網及びじゃかごを始めとし、外構メッシュ

フェンスへの依存度が高くなっております。前年と同様に今期も原材

料価格の値上がりに伴う販売価格の値上げを実施しましたが、震災

による需要の低迷、需要家の在庫調整等により販売数量が減少し

ました。

　この結果、当部門の売上高は３，７８４百万円と前年同期に比べ

３４９百万円（△８．５％）の減収となり、また、原材料価格値上がりに伴

う販売価格への転嫁が不十分であったことにより、営業利益は１７百

万円と前年同期に比べ２４１百万円（△９３．２％）の減益となりました。

普通線材製品部門
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部門別売上高推移
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硬鋼線、ピアノ線
　当部門は、自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力としております。
今期は震災による影響も第２四半期以降は回復を果たしましたが、第１
四半期における自動車産業向け需要家の在庫調整で受注が減少したこ
とにより販売数量が減少しました。
　この結果、当部門の売上高は２,７１５百万円と前年同期に比べ１９５百万
円（△６．７％）の減収となり、営業利益は８４百万円と前年同期に比べ５０百
万円（△３７．３％）の減益となりました。
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
亜鉛アルミ合金めっき鋼線、ニューサンカラーワイヤー、
鋼より線、鋼平線、合金めっき鉄平線、巻付グリップ

　当部門は、極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アル
ミ合金めっき鉄線・鋼線、鋼より線、鋼平線、巻付グリップなど
を主力としており、主な用途は公共土木をはじめ建設、自動車
関連と多岐にわたって使用されております。前年と同様に今期も
原材料価格の値上がりに伴う販売価格の値上げを一部実施した
ものの、公共土木向け、自動車産業向け及び通信産業向け需
要家の震災による在庫調整や投資抑制で受注が減少しました。
　この結果、当部門の売上高は１２，９４１百万円と前年同期に比べ
１，３５４百万円（△９．５％）の減収となり、通信産業向けの減産影
響が大きく営業損失は１５百万円と前年同期に比べ５９７百万円
（前年同期は５８１百万円の営業利益）の減益となりました。

特殊加工品製品部門
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日亜フェンス、有刺鉄線、ワサ針金
　当部門は、鹿、猪等の侵入防止を目的とした獣害フェンス

を主力としており、前年同期は鳥獣害被害防止総合対策事業

が事業仕分けの対象になったことで販売数量が減少しました

が、今期は昨年度発注工事のずれ込み及び同事業の交付金が

予算執行されたことにより販売数量が増加しました。

　この結果、当部門の売上高は２，１３１百万円と前年同期に比

べ５９７百万円（３８．９％）の増収となり、営業利益は４９０百万円

と前年同期に比べ２０２百万円（７０．１％）の増益となりました。
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トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト、GNボルト
　当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及び GNボルトを
主力としており、主な需要先は建設、土木業界であります。全般的に
建設業の不振により需要が低迷していましたが、第２四半期より一部
に需要の回復も見られ販売数量が増加しました。
　この結果、当部門の売上高は２，６９２百万円と前年同期に比べ３２２百
万円（１３．６％）の増収となり、また、減産体制を継続したものの、前
期に実施した収益性の低下に伴う棚卸資産簿価切り下げ額が減少した
ことにより、営業損失は４６６百万
円と前年同期に比べ２９２百万円
（前年同期は７５９百万円の営業
損失）の好転となりました。

鋲 螺 製 品 部 門
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普通線材製品加工品、硬鋼線材製品加工品、丁番
　当部門は、土木・建材向けに当社の亜鉛アルミ合金めっき鉄線・
鋼線、極厚亜鉛めっき鉄線などの高耐蝕線材製品に加工を施した製
品及び丁番を主力としております。河川・港湾土木工事用コンク
リート二次製品向けへの提案営業を積極的に行ったものの、震災に
よる需要低迷の影響により、横ばいで推移しました。
　この結果、当部門の売上高は４８４百万円と前年同期に比べ４百万
円（１．０％）の増収となりましたが、棚卸資産の評価減を行なった
ことにより営業利益は５百万円と前年同期に比べ２５百万円
（△８２．６％）の減益となりました。

建 材 製 品 部 門
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
　当部門は、ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力

としており、建設、土木、港湾、造船等多岐にわたり使用さ

れております。輸出向けは円高の影響で減少しましたが、国

内向けは拡販推進中の港湾設備用、製鉄所向けの増加に加え、

震災復旧工事の需要増により販売数量が増加しました。

　この結果、当部門の売上高は２，２７０百万円と前年同期に比

べ７８百万円（３．６％）の増収となり、営業損失は６５百万円と

前年同期に比べ９５百万円（前年同期は１６１百万円の営業損

失）の好転となりました。
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当社の業績の推移
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

経理の状況

連 結 貸 借 対 照 表
（平成２４年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　１１，４４０，０４１〕

４，８３０，３１０
２，０５０，０００

３，０２８，０００

６２３，３０８
１６２，０７６
１８３，８０７
６０，６０５
５０１，９３３

　

〔　　　　９，２１９，１４２〕

６，２７８，０００
１，１６９，８１５
１，５９１，２５３
１００，８４４
７９，２２８

流 動 負 債　

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の
長 期 借 入 金
未 払 金
未払法人税等
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形
そ の 他

固 定 負 債　

長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

〔　　　２７，２１９，９０４〕

８，６２４，７３３
９，３５０，４６８
１，０２５，９６５
４，７０６，１０１
６８７，４５８
２，５４８，０６８
１４３，９２２
１３７，１８２
△ ３，９９７

〔　　　３４，４７５，５７０〕

（　　１６，７５６，７１８）
５，１１８，９８９
２，５４９，３０１
８，８６２，２７９
６８，７８０
１５７，３６６

（　　　　２５９，８００）
２５２，９４２
６，８５７

（　　１７，４５９，０５２）
１４，８５７，７１８
２９０，７０８
５６６，６３４
１，７７２，５５０
△　２８，５６０

流 動 資 産　

現金及び預金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
長 期 貸 付 金
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

２０，６５９，１８４負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３９，２２５，５７４〕

（　　　１０，７２０，０６８）

（　　　１０，８８８，０３２）

（　　　１８，５１２，５２８）

（　　　△　８９５，０５４）

〔　　　△　４２９，９１７〕

△　４１９，０８７

△　１０，８２９

〔　　　　２，２４０，６３３〕

株 主 資 本

資　 本　 金

資本剰余金

利益剰余金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

少数株主持分

４１，０３６，２９０純 資 産 合 計

６１，６９５，４７４負債純資産合計 ６１，６９５，４７４資 産 合 計
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
２７，５３６，０８３

 ２３，５３１，９３１　　

４，００４，１５１

 ３，８４５，３０３　　

１５８，８４８

７４０，７２３

 １４３，８３４　　
７５５，７３８

４１，９４９

 ７３０，４５０　　
６７，２３７

 １２４，６６１　　
５７，４２４

 １８２，９０１　　
１２５，４７７

１６６，００５
２３１，４０５
２２６，８５４

 １１６，４５８　　

８９，７４１
２９，６１６

 ２４，４７６　　

４，４００
３１，８５０

 ５，６９８　　

３７１，７５５
１２，６３４
９１，３０５
１８８，７８８

 ６５，９６５　　

１７６，９０４
 △　５２，２４２　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
災 害 に よ る 損 失
退 職 給 付 費 用
そ の 他
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少数株主損益調整前当期純損失

少 数 株 主 損 失
当 期 純 利 益

平成２３年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２４年３月３１日まで

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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平成２３年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２４年３月３１日まで

株主資本

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金

３９，３９４，１８５△　８９４，１５０１８，６８０，２３５１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８当期首残高

当期変動額

△　２９３，１８４－△　２９３，１８４－－剰余金の配当

１２５，４７７－１２５，４７７－－当期純利益

△　９０４△　９０４－－－自己株式の取得

－－－－－自己株式の処分

－－－－－
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△　１６８，６１１△　９０４△　１６７，７０６－－当期変動額合計

３９，２２５，５７４△　８９５，０５４１８，５１２，５２８１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８当期末残高

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

純資産合計少数株主持分

その他の包括利益累計額

その他の包括
利益累計額合計

繰延ヘッジ損益
その他有価証券
評価差額金

４１，２１０，３４９２，３７８，８０８△　５６２，６４５△　９７，２３９△　４６５，４０５当期首残高

当期変動額

△　２９３，１８４－－－－剰余金の配当

１２５，４７７－－－－当期純利益

△　９０４－－－－自己株式の取得

－－－－－自己株式の処分

△　５，４４７△　１３８，１７５１３２，７２８８６，４０９４６，３１８
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△　１７４，０５８△　１３８，１７５１３２，７２８８６，４０９４６，３１８当期変動額合計

４１，０３６，２９０２，２４０，６３３△　４２９，９１７△　１０，８２９△　４１９，０８７当期末残高
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　連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．　連結の範囲に関する事項
�　連結子会社の数　　　２社

ジェイ－ワイテックス株式会社、滋賀ボルト株式会社
�　非連結子会社の数　　９社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、天津天冶日亜鋼業有限公司、南海サービ
ス株式会社、株式会社エムアールケー、烟台基威特金属製品
有限公司、烟台基威特鋼線製品有限公司
　なお、平成２３年１１月４日付で天津冶金鋼線鋼纜集団有限公
司と合弁で天津天冶日亜鋼業有限公司を設立しております。
　また、平成２３年９月１日付で烟台基威特金属製品有限公司
は、社名を烟台三澤金属製品有限公司から変更しております。
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社９社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

２．　持分法の適用に関する事項
�　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

該当事項はありません。
�　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数　　　９社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、天津天冶日亜鋼業有限公司、南海サービ
ス株式会社、株式会社エムアールケー、烟台基威特金属製品
有限公司、烟台基威特鋼線製品有限公司
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社９社は、それぞれ当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ
の出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上
しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）
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貯蔵品
　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

�　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
を採用しております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

�　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により
計上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計
年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
また、一部の連結子会社は、簡便法（期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法）によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～１０年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。
なお、過去勤務債務については、その発生時に一括にて費
用処理しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

�　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の方法
１．　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
２．　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　商品スワップ
　ヘッジ対象　　原材料価格

３．　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリ
バティブ取引を行っております。

４．　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎とし
て有効性の判定を行っております。 
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②　のれんの償却に関する事項
のれんは、５年間で償却しております。

③　消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。

５．　追加情報
�　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過
去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準」（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４日）及び
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第２４号　平成２１年１２月４日）を適
用しております。

２．会計上の見積りの変更に関する注記
�　連結子会社の一部において、複数の退職金制度を統合し、退職
給付債務の計算対象となる従業員数が３００人を超えたため、退職給
付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更しております。

　　これにより発生した差額１４３，４７３千円及び退職金制度統合に伴
い、過去勤務債務４５，３１５千円を一括費用処理したため、税金等調
整前当期純利益は１８８，７８８千円減少しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
１．　有形固定資産の減価償却累計額 ３２，７５５，０１４千円

２．　保証債務
下記の会社の設備代金の支払に対して、債務保証を行っております。
　　天津天冶日亜鋼業有限公司　　　７６,４３６千円（US＄９３０,０００）

４．連結損益計算書に関する注記
１．　災害による損失

災害による損失の内訳は次のとおりであります。
工場休止費用　　　　　　　　　　　　　　　６３，３９８千円
災害復旧工事費用　　　　　　　　　　　　　２３，５７６千円
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，３３１千円　
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　９１，３０５千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 ５１，７５５，４７８株

２．　剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

 

効力発生日基準日１株当たり
配当額配当金の総額株式の種類決　議

平成２３年
６月３０日

平成２３年
３月３１日

３円１４６，５９５千円普通株式
平成２３年６月２９日
定時株主総会

平成２３年
１２月９日

平成２３年
９月３０日

３円１４６，５８８千円普通株式
平成２３年１１月１４日
取締役会
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当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

６．金融商品に関する注記
１．　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については有価証券運用規程の範囲
で運用し、リスクを避ける為に投機的な運用は回避しており、分散
投資により安全性を保持しております。また、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、基本的には
契約時に総合商社を起用しリスク低減を図っております。また、有
価証券及び投資有価証券については適時に時価の把握を行ってい
ます。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長
期）であります。なお、デリバティブ取引については、市場リスク管
理規程に基づき、原材料価格の変動リスクに対するヘッジ取引を
目的とした、商品価格スワップ取引であり、実需の範囲で行ってお
ります。

２．　金融商品の時価等に関する事項
　平成２４年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表
計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表
には含まれておりません。
 

効力発生日基準日１株当たり
配当額

配当金
の総額

配当の
原資

株式の
種類決　議

平成２４年
６月２９日

平成２４年
３月３１日

３円１４６，５８２千円利益剰余金普通株式
平成２４年６月２８日
開催予定の定時株主総会

差　額時　価（＊）連結貸借対照表
計上額（＊）

－
－

－
１３，１５０

（　　　－）
（　　　－）
（　　　－）
（　　　－）

（　　　１，７０５）
（　　　－）

８，６２４，７３３
９，３５０，４６８

１２，５２５，２９０
３０３，８５８

（　　４，８３０，３１０）
（　　２，０５０，０００）
（　　　６２３，３０８）
（　　　６０，６０５）

（　　９，３０７，７０５）
（　　　１９，６９０）

８，６２４，７３３
９，３５０，４６８

１２，５２５，２９０
２９０，７０８

（　　４，８３０，３１０）
（　　２，０５０，０００）
（　　　６２３，３０８）
（　　　６０，６０５）

（　　９，３０６，０００）
（　　　１９，６９０）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有価証券及び投資有価証券
そ の 他 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
設 備 関 係 支 払 手 形
長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む）
デ リ バ テ ィ ブ （ 商 品 ス ワ ッ プ ）

�

�

�

�

�

�

�

	




�

（単位：千円）

（＊）　　負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（３）有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券、投資信託等は取
引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（４）長期貸付金
これらの時価については、その将来キャッシュ・フローをスワップレート等適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（５）支払手形及び買掛金、（６）短期借入金、（７）未払金、並びに（８）設備関係支払手形
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
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７．１株当たり情報に関する注記
１．　１株当たり純資産額 ７９４円０１銭
２．　１株当たり当期純利益 ２円５７銭

価額によっております。
（９）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格又は元利金の合計額を同
様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しております。

（１０）デリバティブ（商品スワップ）
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額２，４４６，８８７千円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「（３）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。

（注３）非連結子会社及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額９１１，５０５千円）は、「（３）有価証
券及び投資有価証券」には含まれておりません。
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 貸 借 対 照 表
（平成２４年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　　５，７３３，２０９〕

１，７５８，８６３
６５１，５１６
１００，０００
２，４００，０００
３４７，８９８
１４１，８６０
１４４，８５５
５３，７４３
９，５０５
１０，４１９
８３，９９２
３０，５５５

〔　　　　４，３４１，０７８〕

３，５８５，０００
６３４，０３６
６７，８８７
５４，１５３

流 動 負 債　

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形

固 定 負 債　

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

〔　　　１８，２４９，８９２〕

７，５２５，９７０
３，２４８，９０８
２，２２８，２７４
１，０２５，９６５
３，１４５，７１３
４，６６５
７３６，６６７
１８，０４９
１４３，５９４
８，３６３
１６５，６５０
１，７７５

△　３，７０７
〔　　　２７，２４９，５８６〕

（　　　　８，３２３，２１３）
３，６３８，４２４
２８６，４４３
１，１８６，１５７
１，８０５
９８，４９９

３，０８０，８７９
７，８３５
２３，１６８

（　　　　　　　１８，２１８）
１４，４１７
３，８０１

（　　　１８，９０８，１５３）
１２，６５５，８４１
３，１４５，２０４
９２１，６３２
１２，６０４
５６６，８３７
３００，０００
１，１３８，５２８
１９５，４０４
△　２７，９００

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
繰延税金資産
長 期 性 預 金
退職積立保険料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０，０７４，２８７負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３５，８５７，２７４〕

（　　　１０，７２０，０６８）
（　　　１０，８８８，０３２）

１０，８８８，０３２
（　　　１５，１４４，２２８）

６５５，１３１
〈　　　１４，４８９，０９６〉

１２，１５９，２２６
２，３２９，８７０

（　　　△　８９５，０５４）

〔　　　△　４３２，０８３〕

△　４３２，０８３

株 主 資 本　

資　 本　 金
資本剰余金
資 本 準 備 金
利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

３５，４２５，１９０純 資 産 合 計

４５，４９９，４７８負債純資産合計４５，４９９，４７８資 産 合 計
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平成２３年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２４年３月３１日まで （単位：千円）
金 額科 目

１４，７２６，１００

 １２，３５３，３５０　　

２，３７２，７５０

 １，８５８，０６４　　

５１４，６８５

６９９，４６４

 ５７，４８９　　
１，１５６，６６０

３９，７６３

 ４８１，０７１　　
７１５，３５２

 ２８１，２２１　　
４３４，１３０

４００，２８９
２２６，８５４

 ７２，３２１　　

４３，３４８
９，１１６

 ５，０２４　　

４，４００
３１，８５０

 ３，５１２　　

３７０，３８８
６，３５４
８９，７２９

 １４，５９９　　

１６７，８００
 １１３，４２１　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
災 害 に よ る 損 失
そ の 他
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 損 益 計 算 書
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株主資本

株主資本
合計

自己株式
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金利益準備金
繰越利益剰余金別途積立金

３５，７１７，２３２△　８９４，１５０１５，００３，２８２２，１８８，９２４１２，１５９，２２６６５５，１３１当期首残高

当期変動額

△　２９３，１８４－△　２９３，１８４△　２９３，１８４－－剰余金の配当

４３４，１３０－４３４，１３０４３４，１３０－－当期純利益

△　９０４△　９０４－－－－自己株式の取得

－－－－－－自己株式の処分

－－－－－－株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

１４０，０４１△　９０４１４０，９４６１４０，９４６－－当期変動額合計

３５，８５７，２７４△　８９５，０５４１５，１４４，２２８２，３２９，８７０１２，１５９，２２６６５５，１３１当期末残高

純資産合計
評価・換算差額等

評価・換算差額等合計繰延ヘッジ損益その他有価証券評価差額金

３５，２０９，２１０△　５０８，０２１△　３４，４４２△　４７３，５７９当期首残高

当期変動額

△　２９３，１８４－－－剰余金の配当

４３４，１３０－－－当期純利益

△　９０４－－－自己株式の取得

－－－－自己株式の処分

７５，９３８７５，９３８３４，４４２４１，４９５株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

２１５，９８０７５，９３８３４，４４２４１，４９５当期変動額合計

３５，４２５，１９０△　４３２，０８３－△　４３２，０８３当期末残高

個別株主資本等変動計算書
平成２３年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２４年３月３１日まで （単位：千円）
株主資本

資本剰余金
資本金

資本剰余金合計資本準備金

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８当期首残高

当期変動額

－－－剰余金の配当

－－－当期純利益

－－－自己株式の取得

－－－自己株式の処分

－－－株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－－－当期変動額合計

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８当期末残高
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　個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．　資産の評価基準及び評価方法
�　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への
出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上して
おります。

�　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）

②　貯蔵品
最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．　固定資産の減価償却の方法
�　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採
用しております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア
については社内における利用期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

�　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を
採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

�　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計

Title:第60期日亜事業報告書1 Page:26  Date: 2012/06/14 Thu 09:06:48



��

上しております。
�　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

�　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

４．　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
�　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。

５．　追加情報
�　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の
誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計
基準」（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４日）及び「会計
上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第２４号　平成２１年１２月４日）を適用してお
ります。

２．貸借対照表に関する注記
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １４，２８８，３２３千円
２．　保証債務

下記の会社の設備代金の支払に対して、債務保証を行ってお
ります。
天津天冶日亜鋼業有限公司　　７６，４３６千円（US＄９３０，０００）

３．　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 ５３３，５３４千円
長期金銭債権 ９１１，４９６千円
短期金銭債務 ５７５，４２５千円

３．損益計算書に関する注記
１．　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 ９８５，９８０千円
仕　入　高 １，８５７，８５５千円
その他の営業取引高 ３５，７５５千円
営業取引以外の取引による取引高 ２２，４７３千円 
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２．　災害による損失
災害による損失の内訳は次のとおりであります。
工場休止費用　　　　　　　　　　　　　　　６３，３９８千円
災害復旧工事費用　　　　　　　　　　　　　２２，０００千円
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，３３１千円　
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９，７２９千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 ２，８９４，８０９株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 ３１，８８３千円
未払事業税 １８，３４９千円
製品（横持費用） ３，７４５千円
退職給付引当金 ２２８，１４６千円
役員退職慰労引当金 ２５，２６８千円
貸倒引当金繰入限度超過額 １１，３２９千円
投資有価証券 ３４５，０４４千円
その他有価証券評価差額金 １５３，７７８千円
棚卸資産評価損 ６８，００１千円
その他 　　　　　２６，１８８千円　
繰延税金資産小計 　　　　　９１１，７３６千円　
評価性引当額 　　　△　１７８，４３７千円　
繰延税金資産合計 ７３３，２９８千円

（繰延税金負債）
前払年金費用 　　　　△　２２，８６６千円　
繰延税金負債合計 　　　　△　２２，８６６千円　

繰延税金資産の純額 　　　　　７１０，４３２千円　

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれておりま
す。
流動資産　－　繰延税金資産 １４３，５９４千円
固定資産　－　繰延税金資産 　　　　　５６６，８３７千円　
繰延税金資産の純額 　　　　　７１０，４３２千円　

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械装置の一部については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
１．　当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額
 ５，１５１千円
２．　当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額
 ４，２９３千円
３．　当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額
 ８５８千円 
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方法等
　（注）１．ジェイ－ワイテックス株式会社に対する貸付については、市

場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
１．　１株当たり純資産額 ７２５円０２銭
２．　１株当たり当期純利益 　　８円８８銭

期末
残高

（千円）
科目

取引
金額

（千円）

取引の
内容

関係内容議決権の
所有

（被所有）
割合

事業の
内容又
は職業

資本金
又は
出資金
（千円）

住所
会社等
の名称

種類 事業上
の関係

役員
の兼
任等

７６０，２９６長期
貸付金

－

１３，２０５

資金の
貸付
（注）１
受取利息
（注）１

資金の
援助

兼任　
　１人

所有　　
直接

　　５５％

金属製品
製造業　

４５０，０００大阪府
貝塚市

ジェイ
－ ワ イ
テック
ス株式
会社

子会社
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�　発行可能株式総数 １１７，２４３，０００株

�　発行済株式総数 ５１，７５５，４７８株

�　株　　　主　　　数 ４，１７０名

�　大株主（上位１０名）

株　　式 （平成２４年３月３１日現在）

持株比率（％）持株数（千株）株　　　主　　　名

２３．８９１１，６７４新 日 本 製 鐵 株 式 会 社

７．３２３，５７５日 亜 興 産 株 式 会 社

４．１８２，０４０株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行

４．１５２，０２５株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

３．０９１，５０９日 亜 鋼 業 取 引 先 持 株 会

２．８１１，３７１株 式 会 社 メ タ ル ワ ン

２．７０１，３１９日 亜 鋼 業 従 業 員 持 株 会

２．１２１，０３７日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）

２．０６１，００８株 式 会 社 み な と 銀 行

２．０６１，００６日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

（注）１．当社は自己株式（２，８９４，８０９株）を保有しておりますが、上記
大株主からは除いております。

　　　２．持株比率は自己株式（２，８９４，８０９株）を控除して計算しており
ます。
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財務の概況 （平成２４年３月３１日現在）

該当事項はありません。

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の
総額は４８３百万円であり、その主なものは、次のとおりであり
ます。
①　当連結会計年度に完成した主要設備

②　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
該当事項はありません。

資 金 調 達 の 状 況

設備投資等の状況

サーバー機器更新
第二加工設備移設当 社

伸線合理化設備
ジェイ－ワイテックス
株式会社

借入金残高
（百万円）借　　入　　先会　　社　　名

２，０００株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

当 社
６００株式会社みなと銀行
５００株式会社池田泉州銀行
４００株 式 会 社 四 国 銀 行
３００株 式 会 社 京 都 銀 行
１，９００株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

ジェイ－ワイテックス
株 式 会 社

７００株式会社みなと銀行
４４８株 式 会 社 紀 陽 銀 行
３００株 式 会 社 南 都 銀 行
２６７株 式 会 社 四 国 銀 行

主 要 な 借 入 先
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　１０，７２０，０６８千円

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況

会社の概況 （平成２４年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

△　１５９８男　　性

△　１６８１女　　性

△　１７６７９合　　計

　（注）　従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、当
連結会社外から当連結会社への出向者を含む就業人員であります。

平均勤続年数（年）平均年齢（歳）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１５．５３９．２１９２３２男　　性

７．１２９．５△　２２３女　　性

１４．８３８．４１７２５５合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への
出向者を含む就業人員であります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 8914

〒 660-0091本社第一工場

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083本社第二工場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

大阪市東成区深江北 3丁目 21 番 23 号
�（06）6976 － 3301

〒 537-00０１大 阪 工 場

東京都中央区京橋 2丁目 5番 18 号
京橋創生館 11 階
�（03）5524 － 5501

〒 10４-00３１東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町２丁目８番１５号
太陽生命仙台ビル６階
�（022）266 － 5611

〒 980-0８１１東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

新潟市中央区東大通 1丁目 3番 10 号
三井生命新潟ビル 8階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054ジェイ‐ワイテックス
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社

※平成２４年５月１日
　住所変更
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川　村　伊知良代表取締役社長

八 塚　 隆（製造本部長兼生産業務部長兼設備部長）常 務 取 締 役

下 徳 弘 幸（管 理 本 部 長）取 締 役

寺 川 斉 貴（営 業 本 部 長）取 締 役

高 間 敏 夫（技術本部長兼技術企画部長）取 締 役

細　川　日出夫常 勤 監 査 役

長 谷 次 雄（公 認 会 計 士）監 査 役

佐 伯 康 光（新日本製鐵株式会社執行役員）監 査 役

古 市　 �監 査 役

（注）　１．監査役　長谷次雄氏及び佐伯康光氏並びに古市�氏は、会社法第２条
第１６号に定める社外監査役であります。

２．監査役　長谷次雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

役　　員 （平成２４年３月３１日現在）
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株主メモ

４月１日から翌年３月３１日事 業 年 度

３月３１日期 末 配 当 金 受 領 株 主
確 定 日

９月３０日中 間 配 当 金 受 領 株 主
確 定 日

毎年６月定 時 株 主 総 会

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒５４１－８５０２　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）
　　〔受付時間９：００～１７：００（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

同 連 絡 先

東京証券取引所上 場 証 券 取 引 所

電子公告により行う
公告掲載ＵＲＬ　http://www.nichiasteel.co.jp/
（ただし、電子公告によることができないやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲
載いたします。）

公 告 の 方 法

（ご注意）

１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなってお
ります。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿
管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意くだ
さい。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いい
たします。

●お知らせ

株主様からの株式に関するお手続きの「各種お問合せ先」ならびに「郵送
物送付先」は、平成２３年８月１日より次のとおり変更となりますので、お
知らせいたします。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒５４１－８５０２　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）
　　〔受付時間９：００～１７：００（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

　平成２３年８月１日以降　

各 種 お 問 合 せ 先

郵 送 物 送 付 先
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